






















































































の鹿児島県が担うこととなった。琉球に関する官公調査は、この廃藩置県直後に鹿児島県から派遣された伊地知壮之丞、 奈良原幸五郎、 書記官伊地知小十郎らによる調査と内政改革案に端を発する。 『球陽』 （附巻二三〇号）尚泰二五年（一八七二年）には、 「二十五年壬申鹿児島 庁遣差通事伊地知壮之丞奈良原幸五郎書記伊地知小十郎等官駕臨本国」とあり、この時代状況について「此年倭国宇内政務一新
 朝廷殆要行檄國中盡改前轍宜当琉球照料周旋酌察事情追考古風概歸善美救助士民可也故遣伝事
等官航海到国以行教示」と されている。これを要約する 倭国（日本）では国内の政務が一新（廃藩置県か）され、朝廷 明治政府）の主導による諸改革が行われており 琉球においても事情を考慮しつつ、時勢に合わせた改革を教示するために鹿児島から官吏が派遣されたという。　
後述するように派遣された官吏たちは琉球管内を視察し、具体的な改革提言などを行う。このこと


















































では済まされない時期に来ていることが述べられている。琉球の諸改革については、いちいち鹿児島県から直接指示を送りづらい地理的条件を鑑みて、伊地知壮之丞と奈良原幸五郎に一任されたようである。また、改革においては現地の事情を考慮した上で、 「士民救助」を主とした措置を講じる事が指示されている。これは前述したように、鹿児島県を媒介としながら、 と明治政府な し 天皇との関係性を構築する過程 、その「皇威」をもって内部を変革し 琉球の民衆を懐撫する狙いが推測される。　
次に、本稿の主眼である官公調査の具体的な内容について見ていく。ここではまず、伊地知壮之丞










































含む頻繁なやり取りを行う。その過程においては、 朝廷が琉球を直轄とする旨を通達してきた際には、薩摩の附庸であることを主張すること、地理・経済上の理由から薩摩との関係を断つことはできないこと、東京への使節の派遣は先例と同様に薩摩を通じ 行うこと、奄美五島 復古 請う などが確認されている。同年一〇月一五日には鹿児島在勤官に対して 次のような訓令が発せられた。
　
























おり、これについては前述した豊見山氏による資料紹介によって本文の詳細な解説と翻刻がなされている。その項目を参照する 、一～七条は百姓と役人の矛盾と島役人の人員削減、八～一一条は風土病の改善予防策・海運問題・農業 二～二七条は農地・肥料・煙草栽培 提起（一二条） 、塵芥の
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郎は前述した派遣趣意書における民政重視の方針に沿う形で、八重山において困窮する百姓の救済策を中心に提言 。この中で伊地知小十郎は百姓困窮の主 因として士族人口の多さを指摘しつつ、具体的な政策として食糧対策（漁業 養豚 ・ 養山羊 奨励） ・ 島外への流通を前提とした産業振興（楮 ・養蚕 ・ 薬種 ・ 菜種 ・ 綿 ・ 藍等の生産、鉄製農具導入、林業） ・ 生活向上策（島内での桶生産、医学 導入溜め池整備、教育振興など）という大きく分けて三つ 観点から提言を行った。　
特に伊地知がここで強く主張する官員の削減については、 「何れ之国茂官員を減するを至当之論ニ
相究候」とあり、他国もしくは日本の近代化と比較した視点から改善の指摘がなされている。これは前述した口上手控書などにおいて、 を始めとする諸国の在り方に琉球を適合させようとす 意図とも関連 ており、伊地知らが内政改革を要求する上で、琉球 非同時代性（言わば非近代性）を論
297 一八七〇年代前半の琉球（藩）における官公調査
理として持ち出していることがわかる。そして、このような琉球への内政改革の要求は、琉球管内の周辺地域に位置付けられる八重山においても例外ではなかったのである。また、削減の具体的な数についても「五人者三人減シ、四人者三人或弐人減シ、三人者弐人或一人ニ減シ」とあるように、現状から四割程度の削減が掲げられ おり、 「琉球処分起原」に見られる上級士族の従者削減目標 数とも類似して る。　
八条以降の内容については幕末薩摩藩における藩政改革を参照した可能性が推測される。紙幅の都
























































一、検地年暦一、石盛区別取扱方一、反別 反歩之坪数并取扱方一、年貢諸役取立方手続納期限一、是迄調 いたし来候出物米八千六百石余之原由一、村吏役給等之有無并各村 定員
（0（ 一八七〇年代前半の琉球（藩）における官公調査





















































省以前の鹿児島県派遣官吏による調査で調べられた内容が反映されていることがわかる。　「大蔵省より御書付控」の第八号、第一〇号および一二、 一三、 一四、 一五号の文書において、 『琉球藩雑記』の元になる質問項目が挙げられている。 「大蔵省より御書付控」の詳細な項目と、 『琉球藩雑記』との対応については【表】を参照されたい。



























































































































































































































































































































































明治政府と琉球との関係性（年貢の確定や国体の不変等）が確立したことを背景にしつつ、伊地知自身の二年前の反省を踏まえて出され 再建案であった。再建案の内容として主に開墾と養蚕による勧業が挙げられており、これには伊地知が実際に琉球の現状を見て実現可能 判断した施策が提案された。二年前 諸政改革提言と比べ、絞った内容となっている は、前節で取り上げた前年の大蔵省による詳細な調査など琉球 内情に関 情報が官吏たちの中 蓄積された影響も無視できないだろう。なお、養蚕についてはこの後琉球へ赴任した内務省官僚河原田盛美も言及してお 、廃琉置県処分以前の琉球に適した勧業として広く認識されてい ことが窺える。　
また、 王府が内政改革を実施しない理由として、 伊地知は税負担の増加に対する懸念を挙げており、
王府も同様の見解を示してい 。前述 た伊地知・奈良原らによる諸政改革提言もこの理由により根本的な改革の実施に至らなかったのである。これを踏まえて、 伊地知の「琉球藩再建案」に対 は、政府から開墾地や産業振興に対 追加 課税をしない言質が取られ 、実際に王府によって開墾
（（（ 一八七〇年代前半の琉球（藩）における官公調査






















この中華的な「藩」の位置付けに いては、波平恒男『近代東アジア史のなかの琉球併合─中華世界秩序から植民地帝国日本へ』 （岩波書店、二〇一四年）を参照されたい。波平氏は、一八七二年の琉球藩王冊封に係る明治政府内での議論について「これらから分かるのは、外務省、左院とも冊封をいわば日本型小 主義の発想に立って解している と ある。その上で、外務省 左院のよう 「藩」号 可否は必ずしも近世末や「府藩県」三治制の下で 「藩」という直近の日本史に引き寄せて解釈するのではなく、むしろ宗主国と朝貢国との「藩属」関係 意味、まさに「藩属国」 （藩国、属国）の意味で「藩」号を理解していたと言えるだろう」 指摘し、藩王冊封を日清両属体制の分明化として捉えている（同書一四六～一五二頁） 。
 
なお本稿では、従来「琉球 」と呼ばれていた時期 一八七二～一八七九 の 球に果 して「藩」と呼べる実態があ のか懐疑的な立場から、波平氏 論を引いているが この点について 琉球内部の状況を踏まえて今後検討する必要があると思われる。
（
（） 




 文化（上） 、沖縄県、一九七五年） 。なお、この中
（（6




















































































原口邦紘「外務省六等出仕伊地知貞馨と琉球藩（下） 」 （ 『西南地域史研究』一〇輯、一九九五年）四二六頁。なお、ここでの「漸次鎔陶」主義とは、 「琉球藩をして自発的に清国関係から離脱せしめ日本に帰属するよう導くことを真の狙いとしていた」と述べられている（同書四二五頁） 。
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これに関しては、拙稿「沖縄県設置直後の「鍋島県政」による勧業政策─鹿島藩政との連関と糖業保護政策を中心に」 （ 『沖縄文化』五〇（二） 、二〇一七年）を参照されたい。
（
（（） 
注
27と同
 二七三頁。
（
（2） 
注
27と同
 二七三頁。
（
（（） 
注
（0と同
 二三八頁。
